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自己評価 主な実績 補足事項

4

③-1　アドミッション・ポリシーに基づ
き、入学者選抜を行い、工学を学ぶ基礎
を修得し、工学を学びたいと考える多様
な学生を受け入れる。また、アドミッ
ション・ポリシーを継続的に検証し、見
直す。

7

　令和２年度から開始した入学前教育の
成果を検証するため、学期ごとに入学前
教育実施対象者の成績等について経過観
察し、効果検証を継続する。

Ｂ

　入学前教育について、当該１年生の前
期及び後期の成績を参考にして効果検証
を継続することとした。
　また、令和３年度に引き続き、入学前
教育の実施者に対し、前期終了時にアン
ケート調査を実施した。アンケート回答
率については、令和３年度は38.1％で
あったが、令和４年度は当該学生への複
数回の回答依頼等の働きかけにより
96.8％まで上昇した。
　アンケート結果から、課題提出以外の
単元も学修した生徒が８割、学修習慣の
維持に有効と回答した生徒が９割となっ
た。
　入学前教育実施前後のテスト結果を比
較すると、平均点数は4.5点（50点満
点）、偏差値は0.9ポイント上昇した。

○別添資料08-入試種別・課程
年度別　１年次平均ＧＰＡ推移
◯別添資料09-入学前教育アン
ケート結果

以前に比べて、近年の学校推薦
での入学者は､入学後の成績が
良好とはいえないケースが目立
つ。早い時期に合格させたいと
いう高校側の進路対策の影響と
思われるが、学校推薦入学者の
成績のバラツキはどうか。⑥

　R４年度学校推薦型選抜による入
学生の成績について各プログラム毎
の状況をまとめると以下のとおりと
なる。
【建築都市環境工学群】
（土木・環境プログラム）
GPA　最小値：0.04 最大値：2.76
成績の偏在が大きい傾向ある。
（建築都市プログラム）
GPA　最小値：1.22 最大値：2.7
成績の偏在は比較的小さい。
（工学デザインプログラム）
GPA　最小値：0.58　最大値：2.57
成績の偏在がやや大きい傾向ある。
【情報生命工学群】
（情報システムプログラム）
GPA　最小値：1.4　最大値：2.8
成績の偏在は比較的小さい。
（医工学プログラム）
GPA　最小値：1.0　最大値：2.46
成績の偏在は比較的小さい。
（生物応用プログラム）
GPA　最小値：0.42 最大値：2.35
成績の偏在がやや大きい傾向ある。

評価意見等

③工学の各分野に対する高い関心と基礎的な学力を持ち、将来国内外の社会において活躍したいと考える向上心のある多様な
人材を受け入れる。

大学の教育研究等の質の向上に関する目標

教育に関する目標

学部教育に関する目標

第二期中期計画 令和４年度年度計画
業務の実績

令和４年度業務実績に関する評価意見【項目別】（大学回答部分抜粋）

中期目標

大学回答

資料１－１
① 花泉委員

② 後藤委員

③ 石井委員

④ 伊藤委員

⑤ 小島委員

⑥ 高山委員
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自己評価 主な実績 補足事項
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①-2　博士前期課程では、工学部６年制
等の動向を踏まえ、学部と博士前期課程
における教育的連携を意識したカリキュ
ラムの構築や制度を実施する等、専門的
基礎能力の向上と研究能力を養成する。

9

　令和３年度から開始した大学院科目の
早期履修制度について、課題整理を行
う。

Ｂ

　今年度は、前期に通年の早期履修希望
申請を受け付けたため、申請時には本学
の大学院進学を希望していたが、前期に
進路変更をして他大学の大学院に進学を
決めた学生から、後期の履修を取り消し
たい旨の申出があった。この課題に対応
できるよう、教務委員会で検討した結
果、来年度からは、前期と後期に申請時
期を分けることとした。
　なお、この制度の利用に係る学科の偏
りについては、引き続き、具体的な対応
策を検討していくこととした。

○大学院科目早期履修制度申請
実績
R3申請者：生命情報学科5人、
システム生体工学科13人
→全員R4大学院進学
R4申請者：建築学科2人、シス
テム生体工学科7人
→7月入試で建築学科2人、シス
テム生体工学科5人大学院合格
（ｼｽﾃﾑの残り2人は他大学院進
学）

早期履修希望の申請にあたっ
て、申請者の成績等についての
基準等はあるのでしょうか？⑥

　前年度末時点のGPAが、各所属学
科で定めるGPA基準以上である者を
申請対象としている。参考に学科別
の基準を記載した申請要項を添付。

≪参考資料≫
資料１－２　令和５年度大学院科目
の早期履修申請要項（№９）

10

　分野横断型シンポジウムを開催し、博
士前期課程の学生の研究内容についての
他分野合同での学内発表会を実施する。
　シンポジウム開催に当たっては、分野
間での交流促進や大学院進学を想定した
学部生聴講の促進のための効果的な仕組
みづくりを引き続き検討する。

Ａ

　シンポジウム開催10年目の節目という
こともあり、これまでの課題や改善策を
整理し、2022年度分野横断型シンポジウ
ムを2月20日から22日までの3日間に渡
り、対面開催により実施した。
　博士前期課程の研究発表を新たにポス
ターセッションという発表形式により実
施し、ぐんま地域イノベーションゼミの
成果発表などとともに分野間での交流促
進を図ったほか、一般公開による43社73
人の市内企業等の参加、92人の学部生の
聴講があり、本学の研究内容の対外的な
PR及び大学院進学の動機付けにもつな
がった。
　また、各専攻からの選考による優秀発
表者表彰を2022年度も引き続き実施した
ほか、新たに、ポスターセッション来場
者による優秀ポスター投票を行い、当該
優秀者に特別賞を授与することで、学生
の研究意欲の更なる向上に努めた。

○別添資料10-分野横断型プロ
グラム集
○大学HP（開催案内）
https://www.maebashi-
it.ac.jp/info/event/posterse
ssion2022.html
○大学HP（実施報告）
https://www.maebashi-
it.ac.jp/info/event/post_375
.html
○別添資料11-2022年度　修士
の優秀賞、特別賞

報告書【概要版】には、従来の
シンポジウムにはどのような課
題があり、今回、それがどのよ
うに改善されたのかの説明があ
るが、参加者へのアンケート等
は行われているでしょうか？
評価｢Ａ｣とする重要な根拠とな
ると思う。⑥

　新たにポスターセッション方式に
より一般公開で開催した大学院前期
課程の発表については、来場者等に
対してQRコード方式のアンケートを
依頼し、35人から回答を得た。
　アンケート結果は、学内のシンポ
ジウム運営委員会で共有し、概ね好
評であったが一部改善指摘もあった
ため、次年度の開催に向けて改善検
討を行っている。

≪参考資料≫
資料１－３　分野横断型シンポジウ
ム当日資料（№１０）
資料１－４　分野横断型シンポジウ
ムアンケート結果まとめ（№１０）

8

①-4　学科再編後の入学生の学年進行に
合わせて、大学院の組織再編を行う。

13

　大学院の組織再編について、先進大学
の調査などを行い、情報を収集するとと
もに、検討母体となる準備委員会の設置
準備を行う。

Ｂ

　学部から大学院博士前期課程にかけて
の「６年一貫教育」の拡充を図った大学
や、既存の専攻に係る課程を廃止し、新
たに総合工学専攻の１専攻に再編した大
学の情報収集を行うとともに、大学院の
再編と併せて専攻定員の適正化を図った
事例の情報収集を行った。
　情報収集を行った大学院の組織再編の
事例を参考にしながら、令和８年度から
の再編に向けて、令和５年度の早期に準
備委員会を設置し、検討を開始すること
とした。

「令和５年度の早期に準備委員
会を設置し、検討を開始するこ
ととした」となっているが、現
在の進捗状況について確認した
い。①

　令和５年６月１日付けで、大学院
再編準備委員会を設置し、８月８日
に開催した第１回大学院再編準備委
員会では、大学院再編の方針を協議
するとともに、部会の構成員に関す
る承認を得た。
　今後は、部会において、再編に向
けての具体的実務を協議していく。

中期目標

第二期中期計画 令和４年度年度計画
業務の実績

評価意見等 大学回答

大学の教育研究等の質の向上に関する目標

教育に関する目標

大学院教育に関する目標

①大学院においては、社会情勢の変化や時代のニーズに対応するとともに、内部進学を促進させるなど４年制の学部との教育的連携を確立し教育の質の向上を図る。また、博士前期課程で
は、専門的基礎能力の向上と研究能力の養成を行い、博士後期課程では、先駆的・先進的な技術課題に取り組む能力を高め、豊かな創造性と主体性を備えた高度専門技術者及び研究者を育
てる。



自己評価 主な実績 補足事項
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②-1　アドミッション・ポリシーに基づ
き、入学者選抜を行い、入学者を確保す
る。また、アドミッション・ポリシーを
継続的に検証し、見直す。

14

　アドミッション・ポリシーに基づいた
令和５年度入学者選抜試験を適切かつ確
実に実施する。

Ｂ

アドミッションポリシーに基づき、大学
院博士前期課程（7月日程、2月日程）及
び大学院博士後期課程（2月日程）の入
学者選抜試験を適切に実施した。

○大学HP（2023年度入試結果）
https://www.maebashi-
it.ac.jp/exam/result.html
○志願者数・入学者数
R5:博士前期80人・71人（定員
48人）、博士後期2人・2人（定
員4人）
R4博士前期62人・50人（定員48
人）、博士後期2人・2人（定員
4人）
R3:博士前期79人・66人（定員
48人）、博士後期4人・4人（定
員4人）
R2:博士前期43人・34人（定員
48人）、博士後期5人・5人（定
員4人）

R5 博士前期の入学者数71名は
定員48名の1.4倍を超えている
が、定員充足率の許容される上
限と下限について確認したい。
①

　令和４年度に認証評価を受審した
「一般財団法人大学教育質保証・評
価センター」は、具体的な定員充足
率の基準を示していない。
　また、大学院設置基準等にも基準
はない。

１
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自己評価 主な実績 補足事項

10

①-1　学内をはじめ他大学や民間企業と
の共同研究を推進し、幅広い研究を実施
するとともに、研究の成果を地域の課題
解決等に還元する。

18

　研究の成果を社会に還元するため、学
術団体論文誌などへの論文投稿数（作品
の出展を含む。）を全学で令和３年度と
同程度とする。

Ｂ

　研究委員会の会議において、論文の投
稿や作品の製作を奨励した結果、令和３
年度よりも論文投稿数を５２編（約２
割）増やすことができ、令和元年度から
の中期計画期間中で最も多い投稿数と
なった。また、論文掲載数についても投
稿数の増加に伴い、令和３年度（７９
編）よりも６編増加し、８５編となっ
た。
　今後も論文投稿、掲載ともに増加する
よう、引き続き教員に対して意識啓発に
努めていく。

○論文投稿数
R4：280編
R3：228編
R2：202編
R1：233編
※平均投稿数235件

論文投稿数、掲載数ともに、4
年間で最も多い数となったこと
は、教員への意識啓発の成果で
あり、評価できると考えます。
・また、こちらに関しては、特
定の教員の投稿数が増加したの
か、投稿した教員の数自体が増
加したのか、どちらの影響が大
きいのか教えていただけますで
しょうか。④

・論文投稿数は学科単位で集計して
いるため、教員個人の投稿数までは
把握出来ていない。学科単位で比較
すると、６学科中４学科が令和３年
度より投稿数が増加していることか
ら、投稿した教員の数自体が増加し
たと考えられる。

業務の実績
評価意見等

中期目標

令和４年度年度計画

中期目標

業務の実績
第二期中期計画 評価意見等

②大学院の入学者を確保するとともに、独創的な発想力と、研究に対する実行力を持ち、専門分野を極めたいという意欲のある人材を受け入れる。

第二期中期計画

大学回答

大学回答令和４年度年度計画

大学の教育研究等の質の向上に関する目標

研究に関する目標

①基礎から応用に至る幅広い研究を展開し、その成果を社会に還元することにより、持続可能な社会の発展に貢献する。
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自己評価 主な実績 補足事項

18

①-1　教員相互の授業参観や授業改善ア
ンケートの実施等、ＦＤ活動の充実を図
り、組織的な教育力向上に取り組む。

36

　学生の意見を授業改善に活用するた
め、学生情報システムにより授業改善ア
ンケートを実施する。

Ｂ

　前期の授業改善アンケートは、授業最
終日、補講期間及び期末試験期間に実施
した。学生の回答率は、講義・演習科目
が41.1%、実験・実習科目が39.4%であっ
た。
　後期の授業改善アンケートも同様に実
施したが、学生の回答率は、講義・演習
科目が33.4％、実験・実習科目が23.0％
であった。
　アンケートの回答内容については、全
ての教員が学生情報システム上で確認す
ることができ、随時、それぞれの授業改
善の参考としているが、回答率が年々低
下していることから、学生に対し回答を
促進するための呼びかけを強化するな
ど、回答率の向上策についてFD委員会で
検討することとした。
　また、アンケートの回答を受けて、学
生の理解度を上げるため、講義内容の見
直しによる円滑な講義を心掛け、理解し
やすい資料を配付するなどの授業改善を
行った。

○紙でのアンケートからUNIPA
（学生情報システム）を利用し
てのアンケートに変更してから
の回答率の推移
R4：前期40％、後期28％
R3：前期43％、後期43％
R2：前期46％、後期48％
R1：前期 － 、後期52％
※平均：前期43％、後期43％

授業改善に活用するアンケート
の回答率が年々低下しており、
回答率が50％に達していないこ
とは、課題であると考えます。
②

紙ベースでの授業時間等を利用
したアンケートは回答率は上が
るものの、アンケート慣れに
よって、まじめに回答しないこ
とも多い。
　オンラインアンケートは任意
となるので回答率は低くなりが
ちだが、回答内容は信頼できる
場合が多いのではないか。回答
率を上げること以上に、アン
ケート結果をどのように改善に
役立てたかを示すことが重要と
思う。差し障りのない範囲で、
特に学生へのフィードバックも
必要と思うが、この点はどう
か。⑥

　授業改善アンケートについては、
教員一人ひとりがアンケート結果を
確認することで学生の意見を把握
し、個人の授業改善につなげてい
る。また、アンケート結果の改善点
を学生に対し直接フィードバックを
していなくても、アンケート結果に
対し教員がコメントを作成し、学内
周知をすることで授業内容の改善を
図っている。

自己評価 主な実績 補足事項

22

②-1　事務運営組織については、業務効
率化について常に検証し、必要に応じて
見直す。業務の意思決定に当たっては、
事務決裁規程その他の法令・規則に従い
事務を行う。

43

　決裁の迅速化及びペーパーレス化を目
的として、電子決裁を促進するととも
に、各種手続の電子化・簡素化を検討す
る。
　また、委員会などの開催に当たって
は、BYODによる資料のペーパーレス化を
検討するとともに、オンライン会議の活
用など、多様な形態を検討し、効率的な
運営に努める。

Ｂ

　事務の効率化を目的として、既存のグ
ループウェアの機能を利用した簡易電子
決裁の活用に努めた。令和４年度から
は、公用車の使用報告についても、シス
テム上での管理に変更した結果、６６３
件の使用があるなど、ペーパーレス化及
び決裁の迅速化を図ることができた。
　また、委員会等の会議は、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため、オンライ
ンで開催するとともに、事務局内の会議
は、資料の電子化を推進するため、ノー
トパソコンの持込みにより開催した。
　更に、令和５年度からの勤怠管理シス
テムの導入に向け、ワーキンググループ
を設置し、各社のデモンストレーション
を実施した後に、一般競争入札により委
託業者を決定した。

◯簡易電子決裁の実績
R4:211件
R3:409件
R2:465件
R1:268件
※平均:338件
○公用車使用報告の実績
R4:663件

簡易電子決裁の実績が、R4年度
は前年度よりも大きく減少し、
平均以下の件数となっておりま
すが、決裁案件数自体の減少と
いうことでしょうか。もしく
は、案件数自体の変化はない
が、電子決裁を利用しない案件
が増えたということでしょう
か。④

　案件数自体の変化はないが、口頭
での確認事項等（例：研修等の参
加）については、電子決裁よりもス
ピーディーに事務手続きが進むた
め、その影響も考えられる。
　記録として残すべき案件について
は、引き続き、電子決裁を活用して
いくこととしたい。

第二期中期計画

大学の教育研究等の質の向上に関する目標

大学回答

②簡素で効率的な業務運営が図れる組織体制を構築するとともに、意思決定過程を明確化し、より開かれた組織運営を目指す。

第二期中期計画 令和４年度年度計画
業務の実績

評価意見等

中期目標

令和４年度年度計画
業務の実績

評価意見等 大学回答

教員の資質向上に関する目標

①教員の教育力の向上を目的とした研修等の取組を、組織をあげて積極的に行う。
中期目標
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自己評価 主な実績 補足事項

36

①-3　多様化する学生の悩みに対応する
ため、相談体制の強化や環境整備を行う
等、学生の心身両面を支援する体制の充
実を図る。

63

　多様化する学生相談に対し、適切な対
応が取れるように学内外の協力体制を構
築する。

Ｂ

　保健室（看護師）を中心として、学内
関係者（事務職員及び教員）が連携し、
必要に応じて保護者及び専門機関にも連
絡を取りながら、学生支援を行った。

○別添資料21-保健室学生相談
対応状況
○学生相談件数
R4：1,708人
R3：1,285人
R2：826人
R1：702人

学生相談件数が大きく増加して
いますが、学生支援体制とし
て、学生が相談しやすい取組等
を新たに実施したということで
しょうか。④

　相談件数の増加については、近年
の全国的な支援対象者の増加と、保
健室に学生が訪れやすい雰囲気づく
りに努めてきたことによるものと考
える。
　また、R4については、社会福祉士
資格を持つ看護師による、キャンパ
スソーシャルワークの手法を取り入
れた学生支援を実施した。

自己評価 主な実績 補足事項

40

④-1　ＩＣカードの導入等、学修環境の
情報化を推進するとともに、教育ニーズ
や学生からのニーズを把握し、多様な形
態による教育の実施及び学生の学修支援
の充実を目的とした教育環境を整備す
る。

72

　学科再編後の教室規模や利用方法に合
わせた部屋の整備を実施し、更なる学修
環境の向上を図る。

Ｂ

　令和4年度後期授業終了後に、遠隔授
業配信用教室として2部屋（141教室・
545教室）を整備した。この学修環境整
備の効果検証を令和５年度に教務委員会
で行うこととした。また、前期に工学基
礎科目（1年生全員が同時に受講する科
目）の授業について、141教室と151教室
をZoomでつないで実施した結果、学生ア
ンケートで、音声が聞き取り難い等の改
善希望が多く出された。この改善希望に
対応し、学修環境の早期改善を図るた
め、当初の計画にはなかったが、急きょ
151教室にデジタルスマートミキサー
（教室に設置してあるマイクをWebマイ
クと兼用可能にする装置及び音質を調整
する装置）を導入した。後期の工学基礎
科目の授業では、151教室から放送を行
うことで音声が聞き取り難いという問題
は解消された。

○別添資料25-システム構成図
141講義室、545講義室

遠隔授業の実施形態について、
学生は２教室に分かれますが、
１つの教室では教員が対面で授
業を行い、他の教室の学生は
zoomで受講する形でしょうか？
それとも２つの教室とも学生は
zoomで受講する形でしょうか？
　前者の授業形態の場合、受講
形態の公平性（対面か、オンラ
インか）は担保されているので
しょうか？⑥

　１つの教室では教員が対面で授業
を行い、他の教室の学生がzoomで受
講する形態である。
　公平性を担保するため、隔週で教
室を入れ替えており、対面とオンラ
インを交互に受講できるよう設定し
ている。

評価意見等

中期目標

評価意見等

中期目標

第二期中期計画 令和４年度年度計画
業務の実績

大学回答

④大学の施設及び設備については、学生の学ぶ環境を向上させるための整備や改修を計画的に実施する。

大学回答

その他業務運営に関する重要な目標

①卒業認定・学位授与方針に基づく修学の成果を生かすため、学生の就職に係る相談及び支援の体制の充実を図る。

第二期中期計画 令和４年度年度計画
業務の実績


